
当資料は、日興アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるもので
はありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・
換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

2023年1月4日Vol. 1,865

1月の金融政策、政治・経済イベント

2022年12月の金融市場では、上旬に、堅調な
米雇用統計などが発表されたことを受け、利上げ
の長期化観測が拡がり、株価は世界的に軟調な
推移となりました。その後も、米FRB（連邦準備制
度理事会）やECB（欧州中央銀行）による利上げ
が続いたほか、金利やインフレの見通しが相次い
で引き上げられました。さらに、日銀の金融政策決
定会合において、従来±0.25％程度としてきた長
期金利の変動許容幅を±0.5％程度へ拡大する
ことなどが決定され、円相場が急上昇しただけで
なく、世界的な金融引き締めへの警戒感が高まり
ました。こうしたことを背景に、欧米を中心に景気
減速懸念が強まり、株価は月末にかけて下落基
調となりました。

引き続き注目される日米の金融政策の動向

日本では17日から日銀の金融政策決定会合が、
米国では31日からFOMC（連邦公開市場委員会）
が開催されます。12月は、日銀が予想外の金融
緩和の修正を行なったことを受け、国債利回りや
円相場が大幅に上昇するなど、市場は大きなサプ
ライズに見舞われました。また、米国では、 0.5ポイ
ントと利上げ幅は引き下げられたものの、積極的な
利上げが続いているほか、政策金利の最終到達
点の予想が引き上げられ、引き締めの長期化によ
る景気後退への懸念が強まっています。このような

状況下、両中銀の金融政策に対する市場の関心
は一層高まっており、今後の政策運営に関してどの
ような方針が示されるか、注目されます。

中国では旧正月のコロナ感染拡大が懸念される

ゼロコロナ政策を実質的に終了し、足もとで新型
コロナウイルス感染者数の急増が報じられている
中国では、21日から27日にかけて、春節（旧正
月）の連休期間に入ります。春節の間は、帰省や
旅行などに伴なう人々の大移動が予想されるため、
同ウイルスのさらなる感染拡大につながる可能性
が懸念されています。中国当局は景気てこ入れに
焦点を絞る方針を打ち出しているものの、感染者
数の増加が続く場合、積極的な経済刺激策を実
施しにくくなるほか、物流の混乱や消費の低迷にも
つながりかねないことから、同国のコロナ感染状況
が注視されます。

2022年10-12月期の企業決算発表が本格化

1月下旬以降、米国や日本で企業の2022年10-
12月期決算発表が本格化します。米国を中心に、
インフレ抑制のための金融引き締めに伴なう景気
後退が懸念される中、企業業績に対する市場参
加者の関心は高まっています。また、足元の業績
だけでなく、企業側の今後の業績見通しにも大き
な注目が集まると考えられます。

●信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成。スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。
●上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。

1月 予定

1日（日） ■クロアチア、法定通貨としてユーロを導入（2015年のリトアニアに続き、20ヵ国目のユーロ導入国に）

4日（水） ●米国、12月のFOMC議事要旨公表、■米国、12月のISM製造業景況指数

5日（木） ■中国、12月の貿易収支

6日（金） ■米国、12月の雇用統計

12日（木） ■米国、12月のCPI

16日（月） ■世界経済フォーラム年次総会（～20日、スイス・ダボス）

17日（火） ●日本、日銀金融政策決定会合（～18日）

18日（水） ■米国、12月の小売売上高、鉱工業生産

21日（土） ■中国、春節の大型連休（～27日）

26日（木） ■米国、2022年10-12月期GDP（速報値）

31日（火） ●米国、FOMC（～2月1日）、■ユーロ圏、2022年10-12月期GDP（速報値）、■中国、1月の製造業PMI

月内
■IMF（国際通貨基金）、世界経済見通しを発表、■日本、通常国会召集
■米国、一般教書演説（大統領が向こう1年間の内政・外交の施政方針を上下両院に表明）

●金融政策関連

■政治・経済関連

月の注目される金融政策および政治・経済イベント


